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１．はじめに 

 今年 6月 20日より、UAVの機体登録が義務化されたなど、UAVを取り巻く規制、法

律は日々変化している。 

  今回は、機体登録をはじめ航空法など、現在の UAV に関わる法律についてまとめた。 

２．機体登録の義務化 

２-1．機体登録とは？ 

  UAV での利活用が増加傾向にある中、事故・無許可飛行が相次いだことで、機体所有

者を特定して安全な対策を講じるために施行された制度。機体に個別の識別番号を割り

当てて、飛行中の UAVを把握することが可能となる。 

2-2．登録制度の概要 

 機体重量 100g 以上の UAV が対象であ 

るため、ほぼすべての UAVが登録必須とな

る。また登録後は、登録時に割り振られる登

録記号を機体に表示し、リモート ID機能を

備えなければならない。 

未登録のまま屋外で飛行させた場合、罰

則が科せられる。 

写真１．機体にテプラで掲示された識別番号 

2-3．リモート IDとは？ 

  UAVの様々な情報（識別番号、位置、高度など）を 1秒に 1回の頻度で送るシステム。

内蔵型と外付型の 2タイプがある。 

【自社所有機体での比較】 

  ・外付型……Phantom 4 Pro、Phantom 3 Professional（シンク所有） 

   →外付けの機器（12g程度）のものを取付ける。 

  ・内蔵型……DJI mini2（維持管理室所有） 

   →ファームウェアのアップデートにより対応。 



 2-4．登録について 

  機体登録日が 6月２０日より前か後で、向こう 3年間の登録状況が変わる。 

 6/20以前の登録の場合、登録日より 3年間、リモート IDの搭載が免除となる。 

 しかし 6/20以降の登録は、全てリモート IDの設置が必須となる。 

 

図 1．登録日別の比較図 

 

３．現在の航空法の規制 

  令和元年にて航空法の発表をしたが、現在は規制内容もいくらか改正された。この章で

は、その改正された部分について解説する。 

 

 3-1．航空法の対象となる機体 

  今までは「機体重量（バッテリー含む）が 200ｇ以上」の UAVが対象だったが、今年

6月 20日以降、「機体重量（バッテリー含む）が 100ｇ以上」に変更となった。機体登

録の対象である「100g以上」に合わせて、航空法も改正された。 

 

 3-2．飛行禁止空域の改正と緊急用務空域 

  従来からの空港周辺や DID区間に加え、「小型無人機等飛行禁止法」の施行で国の重要

施設などの飛行禁止に併せて、航空法の飛行禁止空域にも記載がされるようになった（図

２内、⑤～⑧）。また昨年 6月より新たに緊急用務空域が追加となった。 

  緊急用務空域とは、災害時に警察、消防が救助・探索などの緊急用務を行うことが想定

された場合に、UAV の飛行が原則禁止されるエリアのことである。つまり、災害発生時

のみ設定されるため、普段は飛行が可能である。しかし、日頃から飛行前に確認すること

が義務付けられている。 

  またこの空域ではすべての UAVが原則飛行禁止となっているが、自治体や警察、消防

から正式依頼があった場合のみ、飛行が許可される。 



 

図２．飛行禁止空域 

 

 3-3．飛行方法の規制の改正 

  従来からの「夜間飛行」、「目視外飛行」などの規制のほか、新たに「①飲酒時の飛行禁

止」「②危険な飛行禁止」が追加となった（図３）。一言で表すなら、①飲酒運転、②あお

り運転が禁止ということである。 

 

図３．飛行時の規制事項 

 

４．飛行情報共有機能 

 4-1．飛行情報共有機能とは？ 

  UAVの飛行日時、場所、運航者などの情報をネット上で共有するシステムのことで、

航空法に係る飛行法や場所（DID区間、目視外飛行など）で飛行させる場合に必要とな

る。飛行情報の共有は、「FISS（ドローン情報基盤システム）」というサイトで情報を登

録する。 

サイト内での登録は、マップ上に飛行予定の範囲を表示し、使用者、使用機体、飛行

日時、飛行時間、飛行高度などの時間を入力する（図４）。高度など曖昧な部分は、大

まかな情報でも構わない。 



 
図４．飛行情報の登録画面 

 

 登録後は図５のように、サイト内のマップ上に表示され、全国の登録者に情報が共有さ

れる。 

 
図５．飛行情報の共有画面 

 

５．まとめ 

 ・2022年 6月 20日より UAVの機体登録が義務付けられ、飛行時に識別番号とリモ

ート IDの備えが義務付けられた（6月 20日以前の登録でリモート ID3年間免除）。 

 

 ・機体重量 100g以上が航空法の規制対象となる他、緊急用務空域等のルールが改正に

より追加となった。緊急用務空域は原則飛行禁止だが、自治体などから正式依頼を受け

た場合のみ、飛行が可能となる。 

 

 ・DID区間などの規制のある空域で飛行する場合、事前に飛行情報共有機能で、飛行計

画を登録しなければならない。 
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